
お客様各位 

令和 8 年 9 月 7 日 

特定非営利活動法人都市づくり建築技術研究所 

 

確認済証等の押印の廃止及び電子交付のご案内 

 

平素より、特定非営利活動法人都市づくり建築技術研究所に格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

令和 6 年 12 月 27 日付けで公布された「建築基準法及び関係法律の規定に基づき、並びに関係法律を実

施するため、建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（国交省令第 111 号）」により、建築基準法等

に規定する確認済証等について、押印を不要とする施行規則改正が行われました。それに伴い、弊所にお

いても、各種様式への押印を行わないことといたします。また、これに関連して電子申請においては、確

認済証等の交付方法を原則として、電子交付といたします。何卒ご理解賜りますよう、よろしくお願い申

し上げます。 

 

記 

【押印の廃止について】 

１．開始日 

 令和 8 年 10 月 1 日交付分より 

２．対象業務 

 確認検査業務、住宅性能評価業務（長期使用構造等確認を含む）、 

 建築物エネルギー消費性能適合性判定業務、BELS 評価業務、 

 低炭素建築物技術的審査業務、性能向上技術的審査業務、 

 その他の業務につきましても、準備が整い次第、順次対応を予定しております。 

※紙で交付の場合も押印を廃止いたします。 

 

【電子申請における確認済証等の電子交付について】 

１．開始日 

 令和 8 年 10 月 1 日以降に交付する確認済証等より 

２．対象業務及び交付に関する注意事項 

 ■対象業務： 

  押印廃止する業務と同じ。 

  適合証明業務(住宅金融支援機構の電子交付開始に伴う変更) 

 ■電子交付に関する注意事項 

 〇電子申請については、原則として電子交付とします。 

 〇確認済証等のダウンロード期限は 31 日間とします。 

 〇電子交付は原則として、入金確認後の交付とします。 

                                         以上 


